
日　時 令和4年9月28日（水）午後6時から
着席形式での講演・お食事となります。

会　場 ロイヤルホールヨコハマ
横浜市中区山下町90

参加費 10,000円 （お食事・飲み物付き）

　２０５０年カーボンニュートラルをめざす日本のカギを握っているのが『港』です。私たちの暮らしや経済活動は、毎年約３億
トンの原油や石炭などの「化石燃料」を海外から輸入し、臨海部でエネルギーや鉄などの基礎素材を加工し、供給すること
で成り立っています。今後は、これらを水素などの脱炭素燃料に転換していく必要があり、その際、『港』は、エネルギーをは
じめとする輸出入物資の供給網の拠点であると同時に、全国のＣｏ２排出量の約６割を占める発電所や鉄鋼、化学工業など
が立地していることから、『港』が率先して脱炭素化への取組をすすめることが重要となります。主要な船会社を含む世界の
グローバル企業は、環境やＳＤＧｓへの関心が高く、横浜港が「選ばれる港」であり続けるためには環境に配慮した港湾機能
の高度化に取り組む必要があります。

　昨年８月に新市長が誕生し、早や１年が経過しましたが、未だに
コロナの脅威から市民生活の日常を取り戻すことができていません。
　市内経済はコロナ禍による企業経営の悪化、ロシアの軍事侵攻に
よるエネルギー問題、円安からの家計を圧迫する物価高、猛暑から
くる電力不足など『四重苦』の苦しみから抜け出せません。
　「市民の安全を守り、市内の成長を創る。」この問題にスピーディ
ーに取り組みます。
　今回の市政フォーラムには多くのゲストスピーカーをお呼びしてい
ます。ぜひご参加ください。

明日の横浜を創る！市政フォーラム2022実行委員会

■横浜港の港勢

“世界有数の港湾都市をめざす”
『横浜港の発展』と世界情勢

明日の横浜を創る！
市政フォーラム２０２２のご案内

※�お申込みは、このQRコー
ドからアクセスしてくだ
さい。

　（締め切り9月14日まで）
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　海外との貿易の９９．６％が港湾を通じて行われ、海上輸送なくしてはわが国の生産活
動は成り立ちません。近年のグローバル・サプライチェーンを担ってきたのが、「海上コン
テナ輸送」であり、アジア・北米・欧州を結ぶ国際基幹航路を中心に大型船によるハブ＆
スポーク化が加速しています。その結果、大型化に対応できない港では、基幹航路が就
航できず、国際競争力が低下します。横浜港では、国際コンテナ戦略港湾政策に基づ
き、新本牧ふ頭など、超大型船に対応可能な大水深コンテナターミナルの整備をすすめ
ています。また、新港湾情報システム（CONPAS）の展開はじめとしたＤＸを通じて「ヒト
を支援するＡＩターミナル」の実現を目指しています。

　ロシアのウクライナ侵攻によるグローバル・サプライチェーンの分断が世界経済を大きく混乱させています。国際社会が「分
断の危機」にあるといっても過言ではありません。
　２０１６年8月、安倍首相は外交方針で、インド洋と太平洋、アジアとアフリカを繋ぐことで国際社会の繁栄や安定の実現を目
指す「自由で開かれたインド太平洋」構想を提唱しました。クアッド（Quad）は、「日米豪印戦略対話」と呼ばれているもので、
日本、アメリカ、オーストラリア、インドの４カ国で構成される多国間枠組みを意味します。「自由で開かれたインド太平洋」の実
現に向け、ワクチン、インフラ、気候変動、重要・新興技術など幅広い分野で、日米豪印の４ヵ国での協力体制を構築すること
を目的としています。「自由で開かれたインド太平洋」という概念には、協力的側面と競争的側面があります。協力的側面と
は、台頭する中国を組み込み、諸外国が一体となってその実現を目指そうとするもので、競争的側面とは「中国に対抗しよう」
とするものです。
　中国は長年フィジーやトンガ、ソロモン諸島など南太平洋島嶼国へ多額の経済支援を行うなどして影響力を高め、今年４
月には、国交を持つソロモン諸島と安全保障協定を締結しました。アメリカやオーストラリアなどはその締結に強い警戒感を滲
ませています。このことから、クアッド（Ｑｕａｄ）は、対中包囲網的な側面が政治的に強くなっています。クアッド（Ｑｕａｄ）と中国と
の競争が激しくなれば、必然的に日中貿易関係にも影響を及ぼします。
　一方、横浜市は今年７月にプレスリリースを行い、８月にインドのムンバイ事務所をタイ・バンコク市へ移転し、「横浜市アジア
事務所」を開設すると発表しました。そして、「横浜市アジア事務所」開設に向けた経済分野連携に関して、横浜市長とタイ
王国工業省産業振興局長とが覚書を交わしました。
　わが国は横浜港を通じて世界の国 と々多国間貿易を行っており、中国とは、まさに協力的かつ競争的パートナー関係を維
持しています。しかし、今後の日本企業の海外事業における最重要・新技術には、人口知能（AI）、５G、半導体などがあり、ク
アッド（Quad）４か国のグローバルでの一層の協力連携関係が強く求められます。一方、「横浜アジア事務所」を通じ、東南
アジア諸国へ事業展開をする市内企業にとって、中国との関係を考慮しなければなりません。横浜港にとっても、こうした懸
念材料を認識し、横浜港の経済安全保障・保安対策の強化をすすめることが必要です。

■コンテナの大型化へ対応する横浜港の機能強化

■クアッド（Ｑｕａｄ）体制と横浜港の安全保障

「経済リスク」の特効薬としての臨時国債と交付金を急げ！
　ロシアによるウクライナ侵攻が始まって６か月。世界経済が、石油・天然ガス不足、穀物不足など、
グローバル・サプライチェーンは混乱の極致を極め、世界的なインフレ状況にあります。

　わが国においても、エネルギー不足、円安による原料高などからくる急激な物価高騰、加えて、新型コロナウィルスＢＡ５の感
染急拡大で、「第７波」の真っただ中にあります。中小企業が市内企業の９９．６％を占める横浜市内経済は、長引く景気低迷
の中で、厳しい経営が強いられています。また、市税収入の減少をあおりを受け、都市インフラ事業更新予算が減り続けてい
ます。
　今後の横浜経済を早急に回復基調に戻し、企業経営を安定化させるためにも、国および自治体においては積極的な財政
出動を行うべきです。そのためにも、国は、機動的な臨時国債を発行し、自治体が任意に使える財源交付を強く求めます。

　また、国内物流においても「物流の２０２４年問題」によって、“トラックから海上輸送へ”モーダルシフトが加速します。（参考：
「物流の２０２４年問題」とは、働き方改革関連法によって、２０２４年１月から「自動車運転業務における時間外労働時間
の上限規制」が適用（時間外労働が年間９６０時間Ｍａｘ．）されることから大量・安定輸送が可能な海上輸送へシフトが期
待されます。）
　横浜市では、カーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）の実現に向け、新エネルギー・産業
技術総合開発機構（NEDO）から受託した水素利活用の検討調査をすすめ、昨年
１１月には、ENEOSと水素サプライチェーン構築に向けて連携協定を締結しました。
今年５月には、環境負荷の低いアンモニア燃料タグボートの受入や燃料供給につい
て、日本郵船、IHI原動機、（一社）日本海事機構と覚書を交わしました。
　１８５９年の開港以来、横浜港は、ヒト、もの、文化の交流の場として発展してきまし
たが、経済波及効果は、市内所得の３２．１％、市内雇用の３０．８％と大きなウェイトを占
めています。


